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Ⅰ　社会の情報化と乳幼児を取り巻く現状
　 現 代 社 会 を 生 き る 上 で、 情 報 技 術
（Information Technology : IT）と情報通信技
術（Information and Communication Technology 
: ICT）の急速な普及・発展とその影響はとて
も大きく、日常において不可欠なものとなっ
ている。15世紀における印刷技術の発明、19
世紀における電信・電話の発明、20世紀にお
ける無線技術の発達、ラジオ・テレビジョン
放送の開始といった情報を取り巻く技術革新
によって、情報が時間と距離を超えて大量に、
多数へと供給され、消費される社会となった。
さらには、コンピュータの技術革新により、
様々な形態となって、パーソナルコンピュー
タのみならず、家電製品をはじめとした様々
な機器にも組み込まれ、一般社会にも浸透し
ていった。20世紀末にはインターネットの普
及により、双方向で大量の情報伝達が可能と
なり、社会の情報化が急激に進んでいった。
　テクノロジーの発展は、日常における生活
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形態に大きな変化をもたらした。現代生活で
は、情報を大量に得て消費するだけでなく、
その情報を取捨選択し、活用することが求め
られるようになった。そして社会の情報化は、
日常生活の変化のみならず、産業構造や教育
にも深い関係性を持ち、変化を起こしている。
社会の情報化によって、第三次産業、とりわ
け情報サービス業が、経済活動と産業構造に
おいて大きな意味を持つようになった。さら
には、イノベーションによって構造改革が目
まぐるしく行われるようになり、第一次産業
や第二次産業の構造にも大きな変革をもたら
している。新しいテクノロジーによって、今
まで人が担ってきた仕事の一部は、機械等に
よって次々と置き換えられていった。とりわ
けITとICTの普及・発展により、今の子ども
たちが大人になるころには、さらなる職業が
ITやICTに取って代わられるだろうと予測さ
れている。その一方で、それらテクノロジー
を開発、応用して、製品化し、製造、操作を
行うといった能力が新たに求められるように
なった。また、新しく情報を生み出し、発信
する能力も求められている。ITとICTによっ
て、産業需要の発掘が行われているのではな
く、実は、人がITやICTをいかに使いこなす
のかによって、新たな需要が作り出され、生
活が変化しているのである。言い換えれば、
日常生活へのITやICTの影響は、そこにかか
わる人の持つ能力や知識によって変化すると
いう、ある意味で大きく人に依存しているも
のといえる。
　社会の情報化が進む中で、コミュニケー
ションの在り方も大きく変わってきた。社会
の情報化が進む以前は、自分を中心にとらえ
た時、自分に近いところにいる人との双方向
の関わりから、同心円状にコミュニケーショ
ンが緩やかに広がっていった。それに対し、
情報社会化した現在では、ICTの普及によっ
て、瞬時に距離を超え、いつでもどこでも、
見知らぬ人とコミュニケーションをとること
ができるようになった。
　日常生活においても、ITメディアは様々な
場面において使われるようになった。特に、
スマートフォンやタブレット端末の普及率は
とても高い。総務省の平成30年版情報通信白
書によると、2017年におけるスマートフォン
世帯保有率は75.1%であり、タブレット端末
世帯保有率は36.4%であった。さらに、ベネッ
セ教育総合研究所の調査報告（ベネッセ教育
総合研究所, 2018）によると、2017年における
スマートフォン世帯所有率は、乳幼児を持つ
世帯において92.4%であり、タブレット端末
世帯保有率は38.4%であった。接触頻度につ
いても、0歳後半から6歳児までが、スマート
フォンに接する頻度を調べたところ、「ほとん
ど毎日」と回答した割合は21.2％であり、か
つ0歳児後半から6歳児までどの年齢でも20%
前後であった。また、電通メディアイノベー
ションラボ（2016）は東京大学との共同研究
により、乳幼児のIT機器に対しての接触率に
ついて報告している。それによると、自宅内
における乳幼児のスマートフォン接触率は、
0歳児で23.0%、1歳児で34.5%、2歳児で46.0%、
3歳児で35.5%、4歳児で42.5%、5歳児で38.0%、
6歳児で42.0%となっている。さらに、タブレッ
ト端末の接触率は、0歳児で9.5%、1歳児で
15.0%、2歳児で20.0%、3歳児で25.0%、4歳児
で27.5%、5歳児で37.0%、6歳児で28.5%となっ
ている。加えて、家庭用ゲーム機やパソコン
の接触率についても報告しているが、タブ
レット端末より少ないか、同等程度の接触率
となっている。いずれにせよ、乳幼児がスマー
トフォンやタブレット端末といったようなIT
メディアを日常的に利用することは、当たり
前のこととなっている。
Ⅱ　情報社会と保育・幼児教育の現場との乖離
　文部科学省は2008年1月の中央教育審議会
答申「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及
び特別支援学校の学習指導要領等の改善につ
いて」を踏まえ、平成20年（2008年）に学習
指導要領を改定・告示した。その学習指導要
領の改訂内容に合わせて、2010年に「教育の
情報化に関する手引き」を作成1)し、教育へ
のICT活用について現場の教員向けに具体的
に示した。その上で、平成29年（2017年）に
告示された小学校学習指導要領と中学校学習
指導要領では、どちらも各教科においてコン
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ピュータ等を活用した学習活動の充実、コン
ピュータでの文字入力等の習得、プログラミ
ング的思考の育成について明記された。また
平成30年（2018年）に告示された高等学校学
習指導要領では、情報科の科目を再編し、全
ての生徒が履修する「情報Ⅰ」を新設するこ
とに加え、プログラミング、ネットワーク（情
報セキュリティを含む）やデータベース（デー
タ活用）の基礎等の内容を必修化（情報）す
るとともに、データサイエンス等に関する内
容を充実させることとなった。また、小学校・
中学校と同様に、コンピュータ等を活用した
各教科等における学習活動の充実も明記され
た。このように、初等教育以上においては、
教育の中でどのように対応していくのか、と
いうことがいろいろと議論され、改革が進み
つつある。しかし、この「教育の情報化に関
する手引き」の中において具体的に示されて
いるのは、初等教育以上の内容についてであ
り、幼児教育については言及されていない。
総務省や文部科学省などが示しているものの
中で、幼児教育に対しての情報社会に対応す
る内容として考えられるのは、平成29年（2017
年）告示の幼稚園教育要領では、第1章総則の、
「第4 指導計画の作成と幼児理解に基づいた
評価」の中の、「3 指導計画の作成上の留意事
項」において「（6）幼児期は直接的な体験が
重要であることを踏まえ、視聴覚教材やコン
ピュータなど情報機器を活用する際には、幼
稚園生活では得難い体験を補完するなど、幼
児の体験との関連を考慮すること。」と示さ
れている部分のみである。また平成29年（2017
年）告示の幼保連携型認定こども園教育・保
育指導要領では、第1章総則の、「第2 教育及び
保育の内容並びに子育ての支援等に関する全
体的な計画等」の中の、「（3）指導計画の作成
上の留意事項」において「キ　幼児期は直接
的な体験が重要であることを踏まえ、視聴覚
教材やコンピュータなど情報機器を活用する
際には幼保連携型認定こども園の生活では得
難い体験を補完するなど、園児の体験との関
連を考慮すること。」と示されている部分の
みである。保育所保育指針においては、情報
社会に対応する記述は見られない。このよう
に、幼児教育に対しては、情報社会化に合わ
せた議論も、対応についてもあまり示されて
いない。子どもたちは情報社会の中で生まれ
育ち、ITとICTに囲まれて生活している。また、
その保護者も情報社会の中で生まれ育ち、高
等学校において教科「情報」を履修してきた
デジタルネイティブ世代である。前章でも述
べたとおり、子どもたちを取り巻く日常には、
ITとICTは切っても切り離せないものになっ
ている。にもかかわらず、幼児教育・保育の
現場では情報社会への対応が全くと言ってい
いほど進んでいないのが現状なのである。
　保護者世代もすでにデジタルネイティブ世
代であり、例えばコミュニケーション手段に
おいても、2017年の調査では、最も使用され
る連絡手段は「SNS」の「インスタントメッ
センジャー」（72.1%）であり、もっとも使わ
れていない手段は「通話」の「固定電話」（4.8%）
であった（ベネッセ教育総合研究所, 2018）。
特に、LINE、Twitter、Facebook、Instagramと
いったSNSによるコミュニケーションを日常
的に行っている保護者が多い。保護者は情報
の受け手としてだけではなく、情報の創出と
伝達を行う送り手としてもこれらSNSを高度
に使いこなし、例えばいわゆるママ友コミュ
ニティも形成していると考えられる。それ
にもかかわらず、幼稚園や保育園、こども園
といった幼児教育・保育の現場との連絡やコ
ミュニケーションは、今でも対面、文面もし
くは電話での通話がほとんどであり、SNSや
Webサイトの活用はほとんど行われていない
（ベネッセ教育総合研究所, 2018）。
　さらに、幼稚園や保育園、こども園といっ
た幼児教育・保育の現場側が、IT化・ICT化
に積極的ではないという問題もある。NHK
放送文化研究所が行った「幼稚園におけるメ
ディア利用と意識に関する調査」では、保育
活動にITやICTを積極的に取り入れている幼
稚園は少なく、ITやICTの取り入れに対して
慎重な態度であった（小平, 2016）。重ねて、
日常的にIT・ICT機器を使いこなしているで
あろう20代や30代の若手保育者も、情報収集
については、「勤務している先輩や同僚から」
が94%と圧倒的に多く、次に、「研修会・研究
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会を通じて」（75%）、「専門の雑誌や新聞など
印刷物から」（65%）、「他の幼稚園の仲間から」
（61%）と続き、「インターネットで」と答えた
若手保育者は43%であった（小平,2016）。ま
た、松井・野口（2017）は、保育学生に対し
て、乳幼児のスマートフォン利用についての
意識調査を行っており、親が乳幼児にスマー
トフォンを使用させることに抵抗感があると
回答した学生が、スマホ中依存傾向学生群で
86%、スマホ低依存傾向学生群で84%あり、多
くの保育学生が乳幼児のスマートフォンの使
用に否定的であったことを報告している。
　このように、社会の情報化が急速に進んで
いるのにもかかわらず、幼児教育・保育の場
における現状は、情報化が進んでいない。ま
た、情報社会の現状と乖離したまま、情報化
を推進していこうという動きも鈍く、望まし
い情報教育もほとんど行われていない。では、
幼児教育や保育の場は、ITやICTが普及して
いる社会情勢に合わせて変化しなくてもよい
のであろうか。
Ⅲ　保育者に求められる実践的指導力とその
育成
　文部科学省は社会構造と生活形態の変革に
合わせた教育の役割の変化について、検討を
行い教育改革を行ってきている。その中で、
教師の「実践的指導力」の重要性を示すとと
もに、強化を求め続けてきた。文部科学省が、
一般の教員向けてにわかりやすく実践的指導
力について解説を示したものに、パンフレッ
ト「魅力ある教員を求めて」（2008）がある2)。
その中で、「『教育は人なり』といわれるよう
に、学校教育の成否は、教員の資質能力に負
うところが極めて大きい」と冒頭で指摘する
とともに、「教員に求められる資質能力」につ
いて説明している。まず、「いつの時代にも求
められる資質能力」として、
・教育者としての使命感
・人間の成長・発達についての深い理解
・幼児・児童・生徒に対する教育的愛情
・教科等に関する専門的知識
・広く豊かな教養
という5つの事項が示され、この5つの事項に
基づく「実践的指導力」が求められることが
示された。それと共に「今後特に求められる
資質能力」として、
①地球的視野に立って行動するための資質
能力
②変化の時代を生きる社会人に求められる
資質能力
③教員の職務から必然的に求められる資質
能力
という3つの事項が示された。そして「いつ
の時代にも求められる資質能力」と「今後特
に求められる資質能力」を合わせて高めてい
くことで、
○教師の仕事に対する強い情熱
○教育の専門家としての確かな力量
○総合的な人間力
につながり、それらすべてが教員に求められ
る資質能力だと図解し示している。
　それでは、保育者である幼稚園教諭や保育
士に求められる「実践的指導力」とは何か、
検討していく必要があるだろう。幼稚園教諭
に求められる資質と専門性については、文部
科学省が「幼稚園教員の資質向上について－
自ら学ぶ幼稚園教員のために（幼稚園教員
の資質向上に関する調査研究協力者会議報
告書）」（2002）の中で次のように述べている。
幼稚園教員としての資質については、
・幼児一人一人の内面を理解し、信頼関係
を築きつつ、集団生活の中で発達に必要
な経験を幼児自らが獲得していくことが
できるように環境を構成し、活動の場面
に応じた適切な指導を行う力
・家庭との連携を十分に図り、家庭と地域
社会との連続性を保ちつつ教育を展開す
る力
の2つを示し、
・小学校以降の生活や学習の基盤の育成に
つながることに配慮し、幼児期にふさわ
しい生活を通して、創造的な思考や主体
的な生活態度などの基礎を培うこと
に留意が必要であるとしている。そして、教
育活動に携わるにあたっては、豊かな人間性
を基礎に、使命感や情熱が求められるとして
いる。また、幼稚園教員としての専門性で重
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要なものとして、
・幼児理解・総合的に指導する力
・具体的に保育を構想する力、実践力
・得意分野の育成、教員集団の一員として
の協働性
・特別な教育的配慮を要する幼児に対応す
る力
・小学校や保育所との連携を推進する力
・保護者及び地域社会との関係を構築する力
・園長など管理職が発揮するリーダーシップ
・人権に対する理解
の8つについて、詳しく解説しながらあげて
いる。そして、これらの内容は、平成20年（2008
年）告示の幼稚園教育要領、平成26年（2014
年）告示の幼保連携型認定こども園教育・保
育要領に反映され、平成29年（2017年）告示
の幼稚園教育要領と幼保連携型認定こども園
教育・保育要領の総則へと発展されている。
　2017年と2018年の学習指導要領等の改訂で
は、幼稚園から高等学校まで、子どもの視点
に立ち、育成すべき資質・能力を「何を知っ
ているか、何ができるか（個別の知識・技
能）」、「知っていること・できることをどう使
うか（思考力・判断力・表現力等）」、「どのよ
うに社会・世界と関わり、よりよい人生を送
るか（学びに向かう力、人間性等）」という「三
つの柱」を基本として、発達に応じてそれぞ
れバランスよくふくらませながら、成長して
いけるようにする役割が期待されることが示
された。そしてこうした資質・能力について、
学習指導要領等を踏まえつつ、育成する資質・
能力のより具体的な姿を明らかにしていくこ
とが重要であるとされた。その際、子ども一人
一人の個性に応じた資質・能力をどのように
高めていくかという視点も重要になるとされ
た。それらを受けて、平成29年（2017年）告
示の幼稚園教育要領と幼保連携型認定こども
園教育・保育要領、そして平成29年（2017年）
告示の保育所保育指針では、育みたい資質・
能力及び「幼児期の終わりまでに育ってほし
い姿」がどの要領、指針とも同じ内容で示さ
れた。生きる力の基礎を育むため、幼児教育
や保育の基本を踏まえ、
（1）健康な心と体
（2）自立心
（3）協同性
（4）道徳性・規範意識の芽生え
（5）社会生活との関わり
（6）思考力の芽生え
（7）自然との関わり・生命尊重
（8）数量・図形、文字等への関心・感覚
（9）言葉による伝え合い
（10）豊かな感性と表現
という10の資質・能力を一体的に育むよう努
めるものとするとされた。また、小学校教育
との接続も踏まえるよう示され、小学校以降
の生活や学習の基盤につながることに配慮
し、主体的な生活態度などの基盤を培うよう
にするものとするとされた。
　それらの内容を鑑みると、「教育の情報化に
関する手引き」（文部科学省, 2010）について
も、幼児教育については具体的には例示され
ていないものの、視野に入れる必要があると
いえる。手引きでは、「経済・社会、生活・文
化のあらゆる場面で情報化が進展する中で、
大量の情報の中から取捨選択をしたり、情報
の表現やコミュニケーションの効果的な手段
としてコンピュータや情報通信ネットワーク
などの情報手段を活用する能力が求められる
ようになっている」ことを踏まえ、「情報や情
報手段を適切に活用できる能力がすべての国
民に必要とされるようになっている」とされ
ており、その上で「情報手段を効果的に活用
して、多様な情報を結び付けたり、情報を共
有するなどして協同的に作業したりすること
で、新たな知識や情報などの創造・発信や問
題の解決につなげていくといった、情報社会
の進展に主体的に対応できる能力が求められ
ている」ことが示されている。
　子どもは保育・教育の場でのみ生活してい
るのではなく、生活の主たる場は家庭である。
現状は、情報社会化が進んでいるのにもかか
わらず、子どもにかかわる保育者、保護者、
行政、関連省庁等が手立てを持たないという
のは、やはり大きな問題であるといえる。こ
のような問題があることを認識し、この問題
への対応をするための知識を身につけ、具体
的な活動につなげられるような素養を持つこ
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とは、保育者に必要とされる実践的指導力の
一部分であると考えられる。ITやICTの存在
を前提とした社会生活における保育の在り方
と、そのような世の中で必要とされる保育者
の専門性について論じていくことと、そして
養成を行っていくことは喫緊の課題であると
いえよう。
Ⅳ　養成課程での情報社会における実践的指
導力育成
　文部科学省は、科目「保育・教職実践演習」
の趣旨について、2006年7月の中央教育審議
会答申3)の中で、教職課程の授業科目や教職
課程外での様々な活動を通じて、「学生が身に
付けた資質能力が、教員として最小限必要な
資質能力として有機的に統合され、形成され
たか」について、最終的に確認するものであ
り、「学びの軌跡の集大成」として位置付けら
れるものと示した。さらに、「学生はこの科目
の履修を通じて、将来、教員になる上で、自
己にとって何が課題であるのかを自覚し、必
要に応じて不足している知識や技能等を補
い、その定着を図ることにより、教職生活を
より円滑にスタートできるようになることが
期待される」と述べている。これらは言い換
えると、保育者の養成課程での最終学年にお
いて開講される「保育・教職実践演習」は、
幼稚園教育実習や保育実習を終えて、学生自
ら保育者としての資質や力量を振り返り、深
めるための、実践的な総まとめとしての授業
として位置付けられる｡さらに、子どもと保
護者、家庭についての理解や支援についての
基本姿勢や支援の内容、方法、技術について、
現代的課題に即した教授内容を充実していか
なければならないことも示唆している。この
ように、子どもを取り巻く社会構造の大きな
変化と多様化を受けて、子どもたちへの保育
や支援を担う保育者の資質や能力も、深化、
多様化していかなければならず、円滑な幼保
小接続を図るために、理解を深めることも求
められている。日隈・佐藤・田中・森井（印
刷中）は、養成機関に求められていることと
して、子どもと保育を取り巻く新たな課題の
対応を含めた保育士養成や幼稚園教諭の育成
に取り組み、実践的指導力や即戦力を身に付
けられる教育課程を設定し運用していくこと
を挙げているが、実践的指導力育成について、
保育現場の実情にあわせた体験を学生にさせ
る機会を充実させていくことも重要であると
考えられる。山田（2012）は、実践的指導力
について、保育の現場においては「保育実践
力」言い換えることができると述べた上で、
この「保育実践力」を養うための重要な科目
として、「幼稚園教育実習」「教職実践演習」を
位置づけているとしている。「保育・教職実
践演習」は、保育学生が自身の保育者として
の現状と、理想とされる「あるべき姿・状態」
とのギャップ自体を自覚することがまずはじ
めに求められる。その上で、「実践的」な取り
組みの中でギャップ自体を埋めるために試行
錯誤し、保育者としての自覚や専門性、倫理
性といったものや実際の技術方法等を身につ
けていくことが求められている。「保育・教
職実践演習」や「幼稚園教育実習」は、具体
的な知識伝授の場ではなく、あくまでも、学
生自体が課題を見つけ、学びを深めていく科
目である。その中で、学生自身の考える「実
践的指導力」というものを見つけ、学生自ら
育成していくことになるのである。
　以上を踏まえると、保育者の養成課程で
は、現場における取り組みや現状把握ができ
る「幼稚園教育実習」と「幼稚園教育実習指
導」、及び「保育・教職実践演習」において、
ITやICTに限らず、今後登場する新しいメディ
アや技術をどう受け止め、どう付き合ってい
くのかを考えさせ、幼児教育・保育の場へと
つなげられる態度や姿勢を育成していくこと
が、実践的指導力へもつながっていくと考え
られる。またそれらの取り組みが、保育の専
門性の広がりにもつながるといえる。
Ⅴ　情報社会における幼児教育・保育のこれ
から
　子ども、とりわけ乳幼児にかかわる者は、
社会の情報化を自ら受けとめ、乳幼児とIT及
びICTとの関係について敏感になる必要があ
るだろう。乳幼児の日常に、ITやICTは欠か
せないものであるということはすでに当たり
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前の前提になっており、いかにそれを保育者
が受け止めていくかが問われている。森田・
堀田・佐藤・松河・松山・奥林・深見・中村
（2015）は、乳幼児期から、ネットワークの
世界で通信相手の存在を理解することや、コ
ミュニケーションの基本的な約束事など、理
解可能な内容について伝えていくことは必
要であると指摘している。また森田（2008）
は、幼稚園教員養成における教育内容につい
て何が望まれるかを考え、時代の変化と学ぼ
うとする学生のスキルとの両方を確認し続け
るための調査を継続していくことが必要であ
り、幼児教育現場における今後のICTの利用
形態を考慮に含めながら、利用促進に向けて
検討すべきであると述べている。大塚（2018）
は、学生が子どもとメディアに関する幅広い
議論を学び、保育場面でのメディアの活用例
を知って実際に体験することは有効な方法で
あり、保育におけるメディア活用に関する学
生の認識が、多面的なものへと変容する可能
性を秘めていると述べている。ITやICTの乳
幼児に対する影響については、まだ数は多く
はないが検討されるようになってきた（e.g., 
Brasel & Gips, 2015; 旦, 2013; 森田ら, 2015; 
Wang, Xie, Wang, Hao & An, 2016）。また、日
本における幼児教育や保育の場におけるITや
ICTの導入についても、検討例や報告例が出
てきている（e.g., 服部・西尾・一色, 2017; 
森田, 2008; 大塚, 2018; 田中, 2009）。さらに、
保育者のレベルでの取り組みや園レベルの取
り組みだけでなく、行政レベルにおいて、幼
児まで含めたICT活用に進んで取り組むとこ
ろも現れている。例として、岐阜県大垣市で
の「幼児教育ICT活用実証実験事業」（2013年
から）があげられる。日常生活にITとICTあ
りきという前提の中、保育者がどのような専
門性や倫理観を持つのか、ということについ
て、幼児教育や保育にかかわる者すべてが真
剣に考え、柔軟に取り組んでいく必要がある。
　幼児教育や保育の現場では、子どもの主体
的な経験を大事にしてきた。新しいメディア
が一般化されるたびに、それらとどのように
幼児教育や保育が取り組むのかについて、試
行錯誤し取り入れてきた。しかし、社会の情
報化は、今までのメディアの発展の仕方とは
大きく違い、急速でかつ社会構造まで大きく
変化させ、さらに加速化している。これから
の社会を生きていく上で必要とされる力を、
幼児教育や保育の現場では育んでいかなけれ
ばならない。技能や態度をも含む様々な心理
的・社会的なリソースを活用して、複雑な要
求や課題に対応することができる力は、これ
からの社会において身に付けていかなければ
ならないものである（OECD DeSeCo, 2003）。
子どもたちの育ちを支えていく専門家とし
て、保育者自らが、情報社会での保育の在り
方を考えていくことは、必要なことであり、
保育の重要性を支えるものにもなる。もちろ
ん、リアルな世界で得られる情報はとても多
く、ではICTで何ができるのか、ICTでなけれ
ばならないことは何か、そしてそれが就学前
教育からでなければならないのかを見極め、
エビデンスベースドデータに裏打ちされた検
討を重ねていかなければならない（服部ら, 
2017）。また、進んでITやICTを幼児教育や保
育に取り入れる必要はない。けれども、社会
の情報化に対し、子どもをめぐる社会的な一
般事象として、受け止めて対応していく視点
や姿勢は必要不可欠であり、かつ、情報社会
の中での保育の新たな次元をもたらすもので
ある。保育者を目指す学生もまた、デジタル
ネイティブであり、社会の情報化は当たり前
のこととしてある。だからこそ、その当たり
前という前提が幼児教育や保育にも還元され
るという視点を持つことは、学生にとって、
新たな気付きをもたらすものになると考えら
れる。よって、「幼稚園教育実習」や「保育・
教職実践演習」をはじめとした保育者養成課
程での学びにおいて、社会の情報化を見据え
た実践的指導力育成を行っていくことは、有
益でありかつ必要とされているといえよう。
註
1）この「教育の情報化に関する手引き」は、
現場の教員に向けて情報化を推進していく
上での具体的な解説として示されているも
のであり、現状では改訂版は示されていな
い。文部科学省は、2016年から「2020年代
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に向けた教育の情報化に関する懇談会」を
開催し、最終まとめの報告（2016）と共に、
新しい情報化プランの骨子を「教育の情報
化加速化プラン～ ICTを活用した『次世代
の学校・地域』の創生～」（2016）として発
表している。これらと共に、2018年に閣議
決定された「第3期教育振興基本計画」も
踏まえ、教育における具体的なICT活用の
ビジョン等の提示を目指している。
2）「実践的指導力」という文言については、
1986年の臨時教育審議会第二次答申に初め
て登場し、以降現在に至るまで、文部科学
省の示す資料等にたびたび登場している。
しかしこのパンフレット「魅力ある教員
を求めて」以降、現場の教員に向けて、「実
践的指導力」について解説し、具体的に示
されている資料等は、文部科学省からは提
示されていない。「実践的指導力」をめぐ
る議論と変遷については、長谷川（2013）、
佐藤・樋口・吉田・岡花（2013）が詳しい。
3）この答申で提言された事項の制度化等を
行うため、教育職員免許法施行規則が2009
年4月に改正された。それに伴い、教職課
程の履修カリキュラムに「教職実践演習」
が新設、必修化されることとなった。同様
に、2010年7月に、児童福祉法施行規則の
改正が告示され、指定保育士養成施設の修
業教科目及び単位数並びに履修方法の一部
が改正されることとなり、2011年4月より
適用されることとなった。これに伴い、保
育士養成課程カリキュラムに、従来の「総
合演習」に代わって「保育実践演習」が必
修化されることとなった。「保育・教職実
践演習」の必修化とねらい等については、
日隈・佐藤・田中・森井（印刷中）を参照
されたし。
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